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（会期終了日 現在） 

（１）審議概観 

第213回国会において本委員会に付託された法律案は、内閣提出７件であり、いずれも可

決した。 

また、本委員会付託の請願20種類304件は、いずれも保留とした。 

 

〔法律案の審査〕 

令和６年能登半島地震災害の被災者に係る所得税法及び災害被害者に対する租税の減

免、徴収猶予等に関する法律の臨時特例に関する法律案は、令和６年能登半島地震災害の

被災者の負担の軽減を図るため、令和５年分の所得税について、令和６年能登半島地震災

害による損失に係る特別な措置を講じようとするものである。 

委員会においては、本特例措置の内容及び効果、被災者に対する丁寧な周知の必要性等

について質疑が行われ、全会一致をもって原案どおり可決された。 

所得税法等の一部を改正する法律案は、物価高を上回る持続的な賃金の上昇が行われる

経済の実現、生産性の向上等による供給力の強化等の観点から、国税に関し、所要の改正

を行おうとするものである。 

委員会においては、定額減税の実施に当たり能登半島地震の被災者を始め国民に対して

周知徹底を図る必要性、中小企業の賃上げの実現に向けた賃上げ促進税制の在り方、戦略

分野国内生産促進税制の目的及び効果、プラットフォーム課税創設の意義、租税特別措置

の適用実態及び政策効果の検証方法の妥当性等について質疑が行われ、討論の後、多数を

もって原案どおり可決された。なお、附帯決議が付された。 

関税定率法等の一部を改正する法律案は、最近における内外の経済情勢等に対応するた

め、関税率等について所要の改正を行おうとするものである。 

委員会においては、水際取締りの強化に向けた対応、税関の体制整備の必要性等につい

て質疑が行われ、討論の後、多数をもって原案どおり可決された。なお、附帯決議が付され

た。 



国際通貨基金及び国際復興開発銀行への加盟に伴う措置に関する法律の一部を改正する

法律案は、国際通貨基金に対する加盟国の出資総額が増額されることとなったこと等に伴

い、日本の同基金に対する出資額の上限を引き上げるための措置等を講じようとするもの

である。 

委員会においては、国際通貨基金の果たす役割と今般の増資の意義、今後の出資割当額

の見直しに向けた政府の対応等について質疑が行われ、討論の後、多数をもって原案どお

り可決された。なお、附帯決議が付された。 

国家公務員等の旅費に関する法律の一部を改正する法律案は、国家公務員等の旅費制度

について、国内外の経済社会情勢の変化に対応するとともに、事務負担軽減を図るため、

旅費の計算等に係る規定の簡素化及び支給対象の見直しを行うほか、国費の適正な支出を

図るための規定を整備する等の措置を講じようとするものである。 

委員会においては、旅費制度の見直しによる事務負担軽減等の効果、宿泊料の定額等の

規定を長期間改正しなかった理由等について質疑が行われ、全会一致をもって原案どおり

可決された。なお、附帯決議が付された。 

金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法律案は、市

場の透明性・公正性を確保しつつ、資産運用の高度化・多様化を図るため、市場内取引を公

開買付規制の対象に追加すること、大量保有報告制度における共同保有者の範囲の明確化、

委託を受けて投資運用業に関する業務の一部を行う業者の任意的登録制度の創設等の措置

を講じようとするものである。 

委員会においては、投資運用業者の登録要件の緩和と投資家保護の在り方、スタートアッ

プの資金調達に係る課題等について質疑が行われ、討論の後、多数をもって原案どおり可

決された。なお、附帯決議が付された。 

事業性融資の推進等に関する法律案は、不動産を目的とする担保権又は個人を保証人と

する保証契約等に依存した融資慣行の是正及び会社の事業に必要な資金の調達等の円滑化

を図るため、事業性融資の推進等に関し、その基本理念、国の責務、基本方針の策定、企業

価値担保権の設定、事業性融資推進支援業務を行う者の認定、事業性融資推進本部の設置

等について定めようとするものである。 

委員会においては、参考人を招致して、その意見を聴取するとともに、企業価値担保権

を創設する意義、企業価値担保権の設定前に労働組合等へ通知する必要性、金融機関の目

利き力向上に向けた取組等について質疑が行われ、討論の後、多数をもって原案どおり可

決された。なお、附帯決議が付された。 

 

〔国政調査等〕 

３月７日、財政政策等の基本施策及び金融行政に関する件について鈴木財務大臣兼内閣

府特命担当大臣（金融）から所信を聴取した。 

３月12日、前記所信聴取に対し、政治団体に対する政治資金が政治資金収支報告書に不

記載である場合の課税関係、政治資金収支報告書の不記載に係る問題に対し財務大臣が税

務当局に税務調査を行うよう指示する必要性、日本経済の現状に対する財務大臣・日銀総

裁の認識、財務省作成の「国の財務書類」においてサステナビリティ情報を開示する必要



性、今月８日に経済産業省・金融庁・財務省が公表した「再生支援の総合的対策」の狙い、

財務省の「令和６年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算」の金利が令和５年度の試算

と比較して上昇した理由、2025年度プライマリーバランス黒字化目標達成に関する政府の

公式見解、社会保険料を払いきれずに倒産する「社保倒産」に対する財務大臣の認識、「Ｇ

ＤＰに対する政府債務残高」ではなく「ＧＤＰに対する政府純利払費」を財政健全化の指

標とする必要性、中小企業の賃上げを支援する取組の重要性に対する財務大臣の認識等に

ついて質疑を行った。 

３月22日、予算委員会から委嘱された内閣府所管（金融庁）、財務省所管、株式会社日本

政策金融公庫及び株式会社国際協力銀行の予算の審査を行い、租税の十分性の確保に向け

た財務大臣の決意、東日本大震災の被災地の復興状況に対する財務大臣の認識、所得税申

告におけるe-Taxの利用率及び利用件数、今回の日銀の政策決定が大規模金融緩和の解除で

あると報道されていることに対する日銀総裁の認識、日銀が今後も長期国債を買い入れる

としている趣旨、未利用国有地を留保財産として活用する制度の仕組み及び導入の経緯、

新型コロナワクチンの安全性に対する認識を政府が改める必要性、資金調達・運用の環境

の激変が見込まれる中で地域金融機関に求められる役割等について質疑を行った。 

４月９日、日本銀行法第54条第１項の規定に基づく通貨及び金融の調節に関する報告書

（令和４年12月16日提出）について、植田日本銀行総裁から説明を聴取した後、市場との

対話に関する日銀総裁の見解、金融政策の変更に向けた日銀の情報発信の在り方、デフレ

状態に戻る可能性に対する日銀総裁の見解、日銀の財務状況を踏まえた今後の利上げの実

現可能性、３月の金融政策決定会合における金融政策のこれまでの枠組みからの変更点、

日銀が今後の金融政策に関するシミュレーション等を公開する必要性、ＩＭＦの「2024年

対日４条協議終了にあたっての職員の声明」が日銀の政策変更に与えた影響、中小企業の

賃上げ実績を見ることなく金融政策の枠組みを見直した理由等について質疑を行った。 

４月23日、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５条の規定に基づく破綻金

融機関の処理のために講じた措置の内容等に関する報告（令和４年12月９日提出）につい

て、鈴木内閣府特命担当大臣（金融）から説明を聴取した後、Ｇ20財務大臣・中央銀行総裁

会議における主要な議論及び会合の成果、バブル経済崩壊後の金融政策に関する日銀総裁

の評価、日本の金融取引・融資業務において企業価値担保権制度を普及させることに関す

る金融担当大臣の見解、仕組み債の販売をめぐる問題の把握状況と被害者への対応、コロ

ナ禍の緊急事態宣言下における行動制限等が我が国経済に与えた影響、金融経済教育推進

機構の業務において金融庁が業界団体や自主規制機関に対して期待する役割等について質

疑を行った。 

５月９日、今後政治資金規正法の改正を行うに当たり国民の信頼回復に向けて税務当局

の対応について整理する必要性、日銀の展望レポートにおける「緩和的な金融環境」の具

体的内容、政府が現在保有しているドル及びドル資産の規模、厚生年金保険料の納付の猶

予に関する国会答弁の内容を年金事務所等の窓口に周知する必要性、「新型インフルエン

ザ等対策政府行動計画」の改定に伴う予算措置の在り方、円安の進展による実質賃金等へ

の影響に関する日銀総裁の見解等について質疑を行った。 

５月16日、税関行政に関する実情調査のため、東京税関羽田税関支署を視察した。 



５月28日、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５条の規定に基づく破綻金

融機関の処理のために講じた措置の内容等に関する報告（令和５年６月27日提出）につい

て、鈴木内閣府特命担当大臣（金融）から説明を聴取した後、昨今の急激な円安が日本経済

及び国民生活に与える影響と政府の更なる支援の必要性、ＪＴが海外連結子会社から受け

た配当金の返還が資金還流を利用した租税回避である可能性、塩の専売制度を廃止した経

緯に関する財務大臣の認識、給与明細に定額減税による減税額の記載を義務付けることに

伴う企業の事務負担、令和６年能登半島地震により被災した家屋に対する公費解体の予算

額及び実施状況、ＩＭＦの2024年対日４条協議における女性活躍及び男女の賃金格差是正

に関する議論の内容等について質疑を行った。 

６月11日、独立行政法人国立印刷局に関する実情調査のため、国立印刷局東京工場を視

察した。 

６月18日、日本銀行法第54条第１項の規定に基づく通貨及び金融の調節に関する報告書

（令和５年６月27日提出）について、植田日本銀行総裁から説明を聴取した後、実質賃金

が低下している中での賃金と物価の好循環の達成状況に対する日銀総裁の評価、長期国債

買入れの具体的な減額計画の決定を次回の金融政策決定会合に先送りした理由、日銀の長

期国債買入れ減額の「相応の規模」として想定される規模感、賃金上昇を伴わない物価上

昇が消費を通じて景気を下押しする可能性、スタグフレーションを回避するために日銀が

検討している方策、ＣＢＤＣに関するパイロット実験及び技術研究の進捗状況等について

質疑を行った。 

（２）委員会経過

○令和６年２月21日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

財政及び金融等に関する調査を行うことを決定した。 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

令和６年能登半島地震災害の被災者に係る所得税法及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予

等に関する法律の臨時特例に関する法律案（閣法第20号）（衆議院送付）について鈴木財務大臣か

ら趣旨説明を聴き、鈴木国務大臣、政府参考人及び参考人日本銀行理事高口博英君に対し質疑を

行った後、可決した。 

〔質疑者〕 

熊谷裕人君（立憲）、柳ヶ瀬裕文君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗

幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

（閣法第20号） 

賛成会派 自民、立憲、公明、維教、民主、共産、無（大野 正君、神谷宗幣君、堂込麻紀子君） 

反対会派 なし 

○令和６年３月７日(木)（第２回） 

財政政策等の基本施策及び金融行政に関する件について鈴木国務大臣から所信を聴いた。 

○令和６年３月12日(火)（第３回） 



政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

財政政策等の基本施策及び金融行政に関する件について鈴木国務大臣、矢倉財務副大臣、 地厚生

労働副大臣、井林内閣府副大臣、神田内閣府大臣政務官、政府参考人及び参考人日本銀行総裁植田

和男君に対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

西田昌司君（自民）、柴愼一君（立憲）、勝部賢志君（立憲）、若松謙維君（公明）、竹内真二

君（公明）、浅田均君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、

堂込麻紀子君（無） 

所得税法等の一部を改正する法律案（閣法第１号）（衆議院送付）について鈴木財務大臣から趣旨

説明を聴いた。 

○令和６年３月21日(木)（第４回） 

理事の補欠選任を行った。 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

所得税法等の一部を改正する法律案（閣法第１号）（衆議院送付）について鈴木国務大臣、矢倉財

務副大臣、吉田経済産業大臣政務官、政府参考人及び参考人日本銀行総裁植田和男君に対し質疑を

行った。 

〔質疑者〕 

山田太郎君（自民）、柴愼一君（立憲）、熊谷裕人君（立憲）、若松謙維君（公明）、柳ヶ瀬裕

文君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

○令和６年３月22日(金)（第５回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

令和６年度一般会計予算（衆議院送付） 

令和６年度特別会計予算（衆議院送付） 

令和６年度政府関係機関予算（衆議院送付） 

（内閣府所管（金融庁）、財務省所管、株式会社日本政策金融公庫及び株式会社国際協力銀行）に

ついて鈴木国務大臣から説明を聴いた後、同大臣、政府参考人及び参考人日本銀行総裁植田和男君

に対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

白坂亜紀君（自民）、勝部賢志君（立憲）、竹内真二君（公明）、藤巻健史君（維教）、大塚耕

平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

本委員会における委嘱審査は終了した。 

所得税法等の一部を改正する法律案（閣法第１号）（衆議院送付）について鈴木国務大臣、矢倉財

務副大臣、宮 厚生労働副大臣、塩崎厚生労働大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行い、質疑

を終局した。 

〔質疑者〕 

柴愼一君（立憲）、熊谷裕人君（立憲）、柳ヶ瀬裕文君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃

君（共産）、神谷宗幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

関税定率法等の一部を改正する法律案（閣法第４号）（衆議院送付）について鈴木財務大臣から趣

旨説明を聴いた。 



○令和６年３月28日(木)（第６回） 

所得税法等の一部を改正する法律案（閣法第１号）（衆議院送付）について討論の後、可決した。 

（閣法第１号） 

賛成会派 自民、公明、無（大野 正君） 

反対会派 立憲、維教、民主、共産、無（神谷宗幣君、堂込麻紀子君） 

なお、附帯決議を行った。 

○令和６年３月29日(金)（第７回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

関税定率法等の一部を改正する法律案（閣法第４号）（衆議院送付）について鈴木財務大臣、政府

参考人及び参考人日本銀行副総裁内田眞一君に対し質疑を行い、討論の後、可決した。 

〔質疑者〕 

勝部賢志君（立憲）、浅田均君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君

（無）、堂込麻紀子君（無） 

（閣法第４号） 

賛成会派 自民、立憲、公明、維教、民主、無（大野 正君、神谷宗幣君、堂込麻紀子君） 

反対会派 共産 

なお、附帯決議を行った。 

○令和６年４月９日(火)（第８回） 

理事の補欠選任を行った。 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

日本銀行法第54条第１項の規定に基づく通貨及び金融の調節に関する報告書に関する件について

参考人日本銀行総裁植田和男君から説明を聴いた後、矢倉財務副大臣、進藤財務大臣政務官、政府

参考人、参考人日本銀行総裁植田和男君、同銀行理事清水誠一君、同銀行理事高口博英君及び同銀

行理事加藤毅君に対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

西田昌司君（自民）、柴愼一君（立憲）、竹内真二君（公明）、藤巻健史君（維教）、大塚耕平

君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

国際通貨基金及び国際復興開発銀行への加盟に伴う措置に関する法律の一部を改正する法律案（閣

法第５号）（衆議院送付）について鈴木財務大臣から趣旨説明を聴いた。 

○令和６年４月11日(木)（第９回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

国際通貨基金及び国際復興開発銀行への加盟に伴う措置に関する法律の一部を改正する法律案（閣

法第５号）（衆議院送付）について鈴木財務大臣、矢倉財務副大臣及び政府参考人に対し質疑を行

い、討論の後、可決した。 

〔質疑者〕 

熊谷裕人君（立憲）、浅田均君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君

（無）、堂込麻紀子君（無） 

（閣法第５号） 

賛成会派 自民、立憲、公明、維教、民主、無（大野 正君、堂込麻紀子君） 

反対会派 共産、無（神谷宗幣君） 



なお、附帯決議を行った。 

○令和６年４月23日(火)（第10回） 

理事の補欠選任を行った。 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５条の規定に基づく破綻金融機関の処理のため

に講じた措置の内容等に関する報告に関する件について鈴木内閣府特命担当大臣から説明を聴い

た後、Ｇ20財務大臣・中央銀行総裁会議に関する件、バブル経済崩壊後の金融政策に関する件、企

業価値担保権に関する件、仕組み債に関する件、金融政策の変更と貸出金利に関する件、金融経済

教育推進機構に関する件等について鈴木国務大臣、政府参考人及び参考人日本銀行総裁植田和男君

に対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

勝部賢志君（立憲）、柳ヶ瀬裕文君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗

幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

国家公務員等の旅費に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第８号）（衆議院送付）について

鈴木財務大臣から趣旨説明を聴いた。 

○令和６年４月25日(木)（第11回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

国家公務員等の旅費に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第８号）（衆議院送付）について

鈴木国務大臣及び政府参考人に対し質疑を行った後、可決した。 

〔質疑者〕 

熊谷裕人君（立憲）、浅田均君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君

（無）、堂込麻紀子君（無） 

（閣法第８号） 

賛成会派 自民、立憲、公明、維教、民主、共産、無（大野 正君、神谷宗幣君、堂込麻紀子君） 

反対会派 なし 

なお、附帯決議を行った。 

○令和６年５月９日(木)（第12回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

消費税のインボイス制度に関する件、日本銀行の展望レポートに関する件、政府の保有するドル資

産に関する件、社会保険料の納付の猶予に関する件、ＮＴＴ株式の売却に関する件、円安の進展と

実質賃金に関する件等について鈴木財務大臣、政府参考人及び参考人日本銀行総裁植田和男君に対

し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

柴愼一君（立憲）、浅田均君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、

堂込麻紀子君（無） 

金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第56号）（衆

議院送付）について鈴木内閣府特命担当大臣から趣旨説明を聴いた。 

○令和６年５月14日(火)（第13回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第56号）（衆



議院送付）について鈴木国務大臣及び政府参考人に対し質疑を行い、討論の後、可決した。 

〔質疑者〕 

勝部賢志君（立憲）、若松謙維君（公明）、柳ヶ瀬裕文君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池

晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

（閣法第56号） 

賛成会派 自民、公明、維教、民主、無（大野 正君、堂込麻紀子君） 

反対会派 立憲、共産、無（神谷宗幣君） 

なお、附帯決議を行った。 

○令和６年５月28日(火)（第14回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５条の規定に基づく破綻金融機関の処理のため

に講じた措置の内容等に関する報告に関する件について鈴木内閣府特命担当大臣から説明を聴い

た後、農林中央金庫の資本増強に関する件、ＪＴの海外子会社に係る配当課税に関する件、金融機

能強化法による資本参加に関する件、定額減税に係る企業の事務負担に関する件、外国人労働者の

受入れに関する件、女性活躍推進に係る取組に関する件等について鈴木国務大臣及び政府参考人に

対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

熊谷裕人君（立憲）、松沢成文君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣

君（無）、堂込麻紀子君（無） 

事業性融資の推進等に関する法律案（閣法第57号）（衆議院送付）について鈴木内閣府特命担当大

臣から趣旨説明を聴いた。 

また、同法律案について参考人の出席を求めることを決定した。 

○令和６年５月30日(木)（第15回） 

事業性融資の推進等に関する法律案（閣法第57号）（衆議院送付）について次の参考人から意見を

聴いた後、両参考人に対し質疑を行った。 

〔参考人〕 

長島・大野・常松法律事務所・弁護士 井上聡君 

日本労働弁護団事務局長 竹村和也君 

〔質疑者〕 

古川俊治君（自民）、柴愼一君（立憲）、若松謙維君（公明）、浅田均君（維教）、大塚耕平君

（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

○令和６年６月４日(火)（第16回） 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

事業性融資の推進等に関する法律案（閣法第57号）（衆議院送付）について鈴木国務大臣、政府参

考人及び参考人日本銀行総裁植田和男君に対し質疑を行った。 

〔質疑者〕 

西田昌司君（自民）、勝部賢志君（立憲）、竹内真二君（公明）、藤巻健史君（維教）、大塚耕

平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君（無）、堂込麻紀子君（無） 

○令和６年６月６日(木)（第17回） 

理事の補欠選任を行った。 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 



参考人の出席を求めることを決定した。 

事業性融資の推進等に関する法律案（閣法第57号）（衆議院送付）について鈴木内閣府特命担当大

臣、政府参考人及び参考人日本銀行総裁植田和男君に対し質疑を行い、討論の後、可決した。 

〔質疑者〕 

熊谷裕人君（立憲）、浅田均君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君

（無）、堂込麻紀子君（無） 

（閣法第57号） 

賛成会派 自民、公明、維教、民主、無（大野 正君、神谷宗幣君） 

反対会派 立憲、共産、無（堂込麻紀子君） 

なお、附帯決議を行った。 

○令和６年６月18日(火)（第18回） 

理事の補欠選任を行った。 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

参考人の出席を求めることを決定した。 

日本銀行法第54条第１項の規定に基づく通貨及び金融の調節に関する報告書に関する件について

参考人日本銀行総裁植田和男君から説明を聴いた後、矢倉財務副大臣、進藤財務大臣政務官、神田

内閣府大臣政務官、政府参考人、参考人日本銀行総裁植田和男君及び同銀行理事加藤毅君に対し質

疑を行った。 

〔質疑者〕 

柴愼一君（立憲）、藤巻健史君（維教）、大塚耕平君（民主）、小池晃君（共産）、神谷宗幣君

（無）、堂込麻紀子君（無） 

○令和６年６月21日(金)（第19回） 

請願第32号外303件を審査した。 

財政及び金融等に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

閉会中における委員派遣については委員長に一任することに決定した。 

 

 

 

 


